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電子納品登録作業業務事務フロー成果品の確認
チェックソフトでエラーが出た際に原因がよく分からない。
成果品の作成チェックソフトで確認（Web上で配布）

調査監督職員

受注業者

技術管理課職員
受注者から聞かれてもシステムのエラーについてよく分からず、技術管理課に再問合せしたり、自分で調べたりするも時間を要する
問い合わせ対応

受注業者から作成時の不明点等問い合わせが多いが、不具合の原因が電話だけでは分からないことも多く対応に時間がかかる。
問い合わせ対応

成果品の収集（年１回） 成果品の登録 修正納品依頼成果品事前チェック
不備等があると再度来庁する必要がある。
成果品の納品

チェックソフトで確認するが、共通端末には、DVDドライブがなく、確認できる端末が限られる。
成果品の確認

収集依頼をしてから集まるのに時間がかかる。昨年は依頼してから最大４か月要した
収集の依頼

過去一年分の成果品を収集するが、既に保管可能なスペースが不足し、様々な場所に分けて成果品を保管しているため収集に時間がかる。
成果品の収集

技術管理課の職員が１件１件登録するので時間がかかる、昨年度は、1457件の登録作業を実施した。成果品に不備があるものが多く、登録が完了できたのは857件であり、収集率が極めて悪い。エラーが出たものは内容を記録し、調査監督職員及び軽微な内容のものは受注業者に直接修正を依頼するため、時間がかかる。
成果品の登録 出先機関に1457枚のDVDを返送する。分類するなど時間がかかる。依頼した際に渋る事業者や担当者にお願いするのも気を遣う。

修正依頼
担当した職員が移動した場合など、受注業者の連絡先や内容を調べれるのに時間がかかる
成果品の修正依頼（技術管理課から修正依頼のあった内容を確認して、受注業者に依頼する。）
納品時に一度、ＯＫされていたものを最大１年程度経ってから修正させられる。担当技術者が退職している場合など時間がかかる場合がある

修正作業

一括して収集登録するのは、負担が大きすぎる。

行動課題行動課題行動課題
A

A
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不備があるので仕方がないが、一度受け取って、了承したものを再度修正させるのは、誰も幸せにならない。B 国の最新のファイル定義（DTDファイル）より古いものを使用しており、かつ更新が不定期であることが主要な要因C

C
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次期電子納品保管管理システムに求める基本的な方向性
現行 改良後調 査 監 督 職 員請負業者成果品

電子納品保管管理システム

年１回、出先機関及び本庁各課より収集※年間部内で１０００件を超えるため収集に２週間以上かかる依頼してから提出まで３ヶ月かかった出先機関もある技術管理課技術管理課の職員が手作業で、システムに１件、１件登録令和６年度：１４５７件の作業（登録完了８４５件）作業区分 件数 平均作業時間登録完了（修正無し） 611件 １０分 １０１時間登録完了（修正有り） ２３４件 ３０分 １１７時間登録できない １９１件 １５分 48時間対象外 ２８２件 １分 ４．７時間既に登録済 55件 １０分 ９.１６時間登録できないものは、そもそも中身が空のＣＤであったり、国交省が定めるデータ体系となっておらず登録ができないもの等→ 技術管理課から各発注機関に対して、登録できなかった理由を明示して事業者に再提出するように依頼、再提出されたものについては翌年回収時に再度提出させている技術管理課の職員 単純作業時間 総計 ２７９時間（１.７人工/月・職員３人で日常業務も処理しながら行うので登録だけで３ヶ月強要している。）電子納品のリスト作成や登録不可理由等の記録、1000枚のＣＤの整理や保管、改修、収集に係る通知文の派出、事業者への説明資料作成などに係る作業時間も含めると負担が大きい。

請負業者オンラインで直接電子納品電子納品保管管理システム

・年１度しか登録作業ができないため、最長業務終了後１年かかる・回収から登録までの部全体のトータルの負担が少なくない。・業務が完了してから数ヶ月経ってから請負業者にデータの修正や再修正を命じるため、担当者が移動している場合は、連絡先から調べる必要があり、一定の時間がかかってしまう。

○ 国土交通省の試行制度に対応平成31年より国土交通省が試行しているオンライン電子納品制度及びオンライン電子納品実施要領に対応
○ タイムリーにシステムに登録される。これまで、業務完了後登録までに最大１年かかっていたものが、事業者が業務完了後に直接登録作業を行うため、タイムリーに閲覧可能になる
○ 登録にかかる一連の作業負担がゼロになる。技術管理課土木検査・積算情報係として現在対応できていない課題や作業に取り組む時間が捻出できる
○ 事業者負担が軽減される。事業者が直接登録作業を行うため、エラー等が あればその場で判明し、事後に再提出や修正を求められない


